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アルゼンチン知的財産ニュース(月報) 

Vol.3（2018年 7月分） 

2018年 8月 6日発行 

日付 2018 年 7 月 2 日 

分野 特許関連 商標関連 意匠関連 

その他知財関連 エンフォースメント 政府関連 

出典 アルゼンチン産業財産庁 (INPI) ※公的機関による発表 YES NO 

リンク http://www.inpi.gob.ar/noticias/mas-vinculacion-con-instituciones-tecnicas-y-cientificas-
mas-productividad 

タイトル 科学技術機関との提携が増すにつれ、生産性も向上する 

要約 生産性の高い中小企業ほど科学技術機関と提携している比率が高いことが判明して

いるが、先進国で見られる比率には及ばない。これらは、中小製造業を対象に中小

企業ビジネス展望財団（FOP）が収集したデータの国際比較で示されたもので、中

小企業の大学や国立産業技術財団（INTI）との連携にまだまだ多くの取組みが必要

とされる。FOP は、中小企業と科学技術機関の緊密化を図っており、より多くの連

携で生産性増、投資拡大、雇用創出及び貧困減少を促進するために積極的な協力活

動を実施している。 

 

日付 2018 年 7 月 5 日 

分野 特許関連 商標関連 意匠関連 

その他知財関連 エンフォースメント 政府関連 

出典 アルゼンチン産業財産庁 (INPI) ※公的機関による発表 YES NO 

リンク http://www.inpi.gob.ar/noticias/juguetes-rasti-la-experiencia-de-volver-exportar-brasil 

タイトル 玩具メーカーRasti 社、対伯輸出を展開 

要約 伝統的な玩具メーカーRasti-Dimare 社は、本年 4 月に初の対伯輸出を実現した。同

社の輸出戦略はウルグアイ、チリ、ボリビア、パラグアイへの輸出も含まれている

がが、海外輸出は全売上高の 10%前後にしか達しない。ダニエル・ディマレ部長に

よると、通関保管料、陸上・海上運賃、財務コストを大きく押し上げる売掛金回収

期限などのコストが大きな輸出への障害となっている。中国製品との競合は厳し

く、アルゼンチン製品がデザインや品質面で優れていても 3 割ほど安価ない中国製

品に対抗するのは不可能に近い。 
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日付 2018 年 7 月 12 日 

分野 特許関連 商標関連 意匠関連 

その他知財関連 エンフォースメント 政府関連 

出典 アルゼンチン産業財産庁 (INPI) ※公的機関による発表 YES NO 

リンク http://www.inpi.gob.ar/noticias/el-juicio-por-plagio-que-gano-una-reconocida-bodega-
mendocina 

タイトル メンドーサ県の著名ワイナリー、商標関連訴訟で勝訴 

要約 EU 総裁判所（EGC）は、La Rural Vinedos y Bodegas Sociedad Anonima Limitada の社名

でも知られるアルゼンチン・ワイナリーの商標「Rutini」に酷似した「Rubini」の使

用を禁じていた欧州知的財産庁（EUIPO）に対してイタリアの Enoitalia 社が起こし

ていた異議申立てを拒絶した。この係争案件は、8 年前に Enoitalia 社が「Antonio 

Rubini」の商標を出願したのに対し、アルゼンチン企業側がすでに欧州にて

「Rutini」及び「Felipe Rutini」の商標権を有しており、消費者を混同させる恐れが

あるとして異議申立てを行なって以来継続していたもの。 

 

日付 2018 年 7 月 14 日 

分野 特許関連 商標関連 意匠関連 

その他知財関連 エンフォースメント 政府関連 

出典 サイト El Cronista ※公的機関による発表 YES NO 

リンク https://www.cronista.com/columnistas/G20-en-Argentina-la-agenda-de-los-emergentes-
que-falta-20180713-0076.html 

タイトル アルゼンチンにおける G20 会合：新興国アジェンダの欠落 

 

日付 2018 年 7 月 15 日 

分野 特許関連 商標関連 意匠関連 

その他知財関連 エンフォースメント 政府関連 

出典 アルゼンチン産業財産庁 (INPI) ※公的機関による発表 YES NO 

リンク http://www.inpi.gob.ar/noticias/historias-de-garaje-made-argentina-que-se-exhibieron-en-
silicon-valley 

タイトル シリコンバレーで紹介されたアルゼンチンの発明 6 点 

要約 アルゼンチン企業家らによる以下の発明 6 点が、革新的ビジネスアイデアを表彰す

るコンクールである Prendete で入賞し、シリコンバレーで紹介された。①ホセ・

ロベット氏「Ponce」：世界のいたるところに設置されている灌漑用機器の状態が

確認できる農家向けソリューション、②パブロ・マングード氏「Arrea」：バーチ

ャル牧柵と呼ばれるコンセプトにより家畜管理の最適化を図る電子首輪、③グスタ

ーボ・ラゴウテ氏「Notarix」：法的書類に署名するための「ブロックチェーン」技

術を利用したプラットフォーム、④コンラード・ブランコ氏「Morfeo」：交通事故

を減少するために運転手の眠気感知センサー、⑤ニコラス・カルボーネ氏「光学式

マンモグラフィー」：X 線使用が不適切とされる状況下で利用可能かつ無害な近赤

外線（NIR）放射を用いた光学式マンモグラフィーシステム、⑥アグスチン・マタ

イーニ「Oking」：ドライバーが安全に追い越しができるために複数の変動要因を

分析して通知する自動車用センサー。 
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日付 2018 年 7 月 17 日 

分野 特許関連 商標関連 意匠関連 

その他知財関連 エンフォースメント 政府関連 

出典 アルゼンチン産業財産庁 (INPI) ※公的機関による発表 YES NO 

リンク http://www.inpi.gob.ar/noticias/es-argentino-y-factura-us-15-millones-con-una-marca-de-
calzado-masculino-en-eeuu-y-espana 

タイトル アルゼンチンの男性用シューズブランド、米国・スペインで 150 万ドルの売り上げ 

要約 アルゼンチン人企業家のサンチアゴ・ペレイロ氏は米国及びスペインに在住する共

同経営者と共に男性用シューズのブランドをを展開し、e-コマースを通じて販売し

ている。この Cobbler Union 社は大西洋を横断するスタートアップ企業で従業員 5

名、年間売上額 100 万ドル。米国とスペイン 4 千人の顧客を抱えており、今年は

150 万ドルの売上を見込む。 

 

日付 2018 年 7 月 19 日 

分野 特許関連 商標関連 意匠関連 

その他知財関連 エンフォースメント 政府関連 

出典 アルゼンチン産業財産庁 (INPI) ※公的機関による発表 YES NO 

リンク https://bertonojam.com.ar/the-national-institute-of-industrial-property-passed-the-
regulation-of-the-new-administrative-procedure-to-resolve-oppositions/?lang=en 

タイトル P-183 号決議：商標の異議申立てに関する決議 

要約 アルゼンチン産業財産庁(INPI)は数ヶ月にわたる期間を経て異議申し立てに係る行

政手続を改正する決議 P-183/2018 が公布した。2018 年法令第 27 号で導入され、そ

の後法律第 27,444 号によって確認された商標登録手続きに係る主要修正の 1 つが

「手続期間を短縮する」ことを目的に発効する。この決議 P-183 号はアルゼンチン

産業財産庁(INPI)官報に 2018 年 7 月 19 日に掲載され、60 日間後の 2018 年 9 月 18

日に発効する。同決議の主要改正点は以下のとおりである。 
 

＊異議申し立て撤回のための 3 ヶ月間の猶予期間が満了した場合、異議申し立ての

有効性の維持を望む異議申立人は、行政手続き開始のための手数料を支払い、適切

な異議の根拠及び証拠を提出する。期限内に手数料が支払われない場合、異議申し

立ては受理されず「注意喚起」とみなされる（現地慣行では、登録出願の拒絶を引

き起こす可能性のある状況において商標庁の「注意を引く」手段である） 。 
 

＊商標権者は有効なまま残っているすべての異議申し立てについて通知を受け、そ

れぞれに応答して適切とみなす証拠を提示することができる。 
 

＊新しい手続きでは最大 40 営業日間の証拠提出期間を定める。アルゼンチン INPI

は認定証拠となるものを設定し、その作成において登録簿及び公的データベースの

情報全てに積極的に関わる。 

 

＊嘆願書の検討期間中に当事者たちは双方合意によって調停または調停プロセスを

開始することができる。 

 

＊この期間の延長または当事者による中断は認められない。 
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＊異議申し立てに関する判断については民事商業に関する連邦裁判所に控訴するこ

とができる。 

 

＊他方、商標の取消し及び無効に関連する修正の有効性を規制する対応手続きの発

行は依然として保留中である。 したがって、異議申し立てを受けた商標が法的違

反または取り消し（全体または部分的）によって付与されていたため権利無効の訴

訟の対象となっていた場合、これらの問題は連邦裁判所へ提出する必要がある。 

その間に INPIは異議申し立てにかかる決定を下し、連邦裁判所の決議が出される

までファイルを保存する。 

 

日付 2018 年 7 月 24 日 

分野 特許関連 商標関連 意匠関連 

その他知財関連 エンフォースメント 政府関連 

出典 アルゼンチン産業財産庁 (INPI) ※公的機関による発表 YES NO 

リンク http://www.inpi.gob.ar/noticias/funcionara-en-el-hospital-de-clinicas-el-primer-
tomografo-fabricado-en-el-pais 

タイトル 初の国産 CT スキャン装置、ブエノスアイレス大学付属病院で導入 

要約 100％アルゼンチン製のＰＥＴトモグラフィー装置の試作第１号機が完成し、ブエ

ノスアイレス大学（UBA）付属病院の Clínicas José de San Martin 放射線医療病院に設

置される予定であり、腫瘍や心臓・脳疾患のより正確な診断が可能となる。この事

業は Ezeiza 原子力センター（CAE）のデジタル・ロボティクスシステムグループと

国立技術大学（UTN）人工知能・ロボティクスグループの協力下で実施するもの

で、国立投資銀行（BAPIN）の融資を受けた。当初には国際原子力機関（IAEA）の

協力も受けている。現在、最終点検の完了及び操業開始に必要なライセンス許可の

発行を待っている。 

 

日付 2018 年 7 月 25 日 

分野 特許関連 商標関連 意匠関連 

その他知財関連 エンフォースメント 政府関連 

出典 アルゼンチン産業財産庁 (INPI) ※公的機関による発表 YES NO 

リンク http://www.inpi.gob.ar/general/noticias/transfiere-argentina-2018-un-foro-especifico-
para-la-innovacion 

タイトル 「TRANSFIERE ARGENTINA 2018"」、イノベーションに特化したフォーラム 

要約 2018 年 9 月 27、28 日、「Transfiere Argentina」フォーラムがアルゼンチン国内で初

めて開催される。ブエノスアイレス県及び県投資輸出促進庁（GLOBA）、生産省、

科学技術・生産性イノベーション省の後援のもと、マル・デル・プラタ市で開催さ

れる。同フォーラムは、知識や技術の移転を目的として様々な分野の関係者がネッ

トワーキングのために集う会合であり、研究者・企業家・投資家・政府関係者の交

流の場として 7 年間スペイン・マラガ市で実施されており、今回初めてアルゼンチ

ンで開催されるもの。 
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日付 2018 年 7 月 25 日 

分野 特許関連 商標関連 意匠関連 

その他知財関連 エンフォースメント 政府関連 

出典 アルゼンチン産業財産庁 (INPI) ※公的機関による発表 YES NO 

リンク http://www.inpi.gob.ar/noticias/una-estrategia-argentina-contra-el-vih-gana-
reconocimiento-internacional 

タイトル アルゼンチンの HIV 対策戦略が国際的な評価を受ける 

要約 アルゼンチン人の医師であり Huésped 財団科学ディレクターであるペドロ・カーン

氏が、アムステルダムで開催された第 22 回国際エイズ会議（AIDS 2018）で自身の

研究について発表した。その研究結果によると、治療開始時のウイルス量に関わら

ず、ドルテグラビルとラミブジンの 2 剤を用いた療法が（3 つの薬剤を組み合わせ

た）通常の治療方法によく似た効果が過去に治療を受けたことのない患者に現われ

ることが分かった。同氏によると、過去 15～20 年間の HIV 治療は通常 3 種類の薬

剤を用いる方法が中心であった。より強力な薬剤を利用することが可能になったこ

とで、患者の許容性及び利便性の改善を目指している。この研究結果では、ウイル

ス量に関わらず、多くのケースでウイルスを抑えることに成功している。また、薬

剤に対する耐性もみられなかった。 

  

日付 2018 年 7 月 26 日 

分野 特許関連 商標関連 意匠関連 

その他知財関連 エンフォースメント 政府関連 

出典 アルゼンチン産業財産庁 (INPI) ※公的機関による発表 YES NO 

リンク http://www.inpi.gob.ar/noticias/trabalitos-el-invento-por-el-que-dos-argentinos-
recibieron-un-prestigioso-premio-en-suiza 

タイトル アルゼンチン 2 名の発明「Trabalitos」がスイスで受賞 

要約 アルゼンチン発明家のニコラス・ヂ・プリンジオ氏とエドゥアルド・フェルナンデ

ス氏は、スイス・ジュネーブで 46 年間開催されている最大規模の発明展示会であ

るジュネーブ発明サロン 2018 で金賞を受賞した。この受賞をもたらした発明は、

Trabalitos と呼ばれる画期的な教材で、手先の器用さを高めつつ、様々な形を創り

出すためにカラフルなピースを組み立てる玩具である。この教材は発明特許を有

し、全国工業技術財団（INTI）とアルゼンチン玩具産業協議会の承認を受けている

遊びながら子どもたちの創造性や想像力、手先の器用さを高める玩具で携帯電話や

電子機器の過剰な利用を避けるための選択肢の 1 つ。 

 

日付 2018 年 7 月 31 日 

分野 特許関連 商標関連 意匠関連 

その他知財関連 エンフォースメント 政府関連 

出典 アルゼンチン産業財産庁 (INPI) ※公的機関による発表 YES NO 

リンク http://www.inpi.gob.ar/noticias/semtive-y-satellogic-las-dos-empresas-mas-innovadoras-
de-latinoamerica 

タイトル 「Semtive」と「Satellogic」、中南米で最も革新的な 2 社 

要約 米国のビジネス雑誌 Fast Company 誌の「TheWorld’s Most Innovative Companies 2018 

Honorees by Sector」ランキングの中南米の章ではアルゼンチンの 2 社「Semtive」と

「Satellogic」が上位 1 位と 2 位を占めている。Semtive 社は、カリフォルニア州に

拠点を置き、ソーラーパネル 1 枚よりも小さく、そよ風が吹いても発電が可能な低

電力の垂直型風力タービンを開発している。この発明は米 Singularity 大学に注目さ
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れ、同大学から投資を受けている。一方の Satellogic 社は、すでに 8 機の衛星で地

球をカバーするプロジェクト Aleph-1 の最新衛星 Ada と Maryam の 2 機を去る 2 月

2 日に打ち上げた。Ada と Maryam はそれぞれ 93 分毎に地球を周回し、世界中の写

真を撮影できるほか、農業・石油ガス・インフラなどの分野でサービスを提供して

いる。 

 

 

 

アルゼンチン知的財産ニュース（月報）はアルゼンチンの知的財産に関する最新状況を日本の皆様

にお伝えするため無料でお配りしています。なお、新聞社等の著作権に触れるおそれがありますの

で、公的機関以外の記事等の要約は掲載しておりません。予めご了承ください。  

ご意見・ご質問・ご感想がございましたら、下記までご連絡下さい。  

(独)日本貿易振興機構 JETRO サンパウロ事務所 知的財産権部  

Alameda Santos, 771 Primeiro Andar, Jardim Paulista, CEP 01419-001, São Paulo -SP, BRASIL  

TEL: +55-11-3141-0788, FAX: +55-11-3253-3351  

E-MAIL: SAO_ipr@jetro.go.jp  

発行人：JETRO サンパウロ事務所 知的財産権部（特許庁委託事業）  

免責事項：要約結果は出典原文の意図から相違が生じ得ます。JETRO はご提供する情報をできる限

り正確にするよう努力しておりますが、正確性の確認・採否は皆様の責任と判断で行ってください。

本文を通じて皆様に提供した情報により不利益を被る事態が生じたとしても、JETRO はその責任を

負いません。 

 


